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　西山（2012）は、教育相談活動の内容が年度ごとに変容するリスクと問題点を指摘し、

教育相談を学校組織に定着化させる必要性を指摘している。教育相談の担当者には校長や

他の教員と協働しながら、円滑な実施や、定着化を促していくことが求められる。教育相

談担当者の影響方略の実態や有効性について検討するための基礎研究として、本研究では、

影響方略測定項目の開発を行った。産業心理学の先行知見をもとに、教育相談担当者の影

響方略測定項目を作成し、試験的に56名の教員にアンケートを配布した。得られた回答を

もとに、因子構造の検討や、記述統計量や相関分析をもとに項目の信頼性・妥当性につい

て検証を行った。その結果、一定の内容的妥当性、構造的妥当性が示された。

キーワード：教育相談の定着化　影響方略　学校組織

１．教育相談定着化に向けた教員の役割
１）本稿における教育相談の定義

　学校は、子どもたちのため、学習面、心理・社会面、進路面、健康面において能力を高

め、状態を向上させることを目指す組織である(石隈, 1999)。その学校にあって、日常生

活場面での指導や助言を通じて、子どもたちが全人格的な成長を遂げられるように行われ

る活動が生徒指導である (文部省, 1981; 文部科学省, 2010)。そして、生徒指導の一翼を担

い、児童・生徒とのかかわりにおいて中核的な視座を与え、かつ方法論的に用いられ、子

どもたちの学校生活に重要な役割を果たしているものが、教育相談である(文部省, 1990, 

1991)。生徒指導と教育相談の双方が目指すのは、子どもの自律的態度の育成であり、こ

れら2つの概念は重なりあう部分が多く、教育相談が生徒指導の一環である(文部省, 1991)

とされることから、実際的には開発的支援等を含めた広義の生徒指導は教育相談とほぼ互

換的な概念であり、教育実践において弁別が困難である (西山, 2012)。

　西山(2012)は、学校教育実践の変遷や先行知見を展望する中で、教育相談を、「教師を
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中心とした学校教育に携わる人々が中心になり、今日的課題の克服までを視野に入れ、現

代の学校が求められているヒューマンサービスの内容を質的に統合した活動」と位置づけ、

以下のように定義している。

　教育相談とは、学校の教職員からなる教育相談の担当者を中心としたチームがイニシア

ティブを取り、個別から集団までを含めた学校コミュニティを援助対象として、内外の資

源を活用して行われる組織的・継続的な児童生徒の教育的援助活動と、その活動体制の構

築である。

　本研究においても、西山(2012)に則り、①教育相談は、教育相談担当者と相談者という

「個と個」の支援関係の枠組みを超えて、教員が主体となって構成されるチームや学校シ

ステムによって取り組む活動であり、②学校適応上の問題を解決するための治療的/問題

解決的な関わりのみならず、予防的な関わりや、より開発的な関わりを含む活動であり、

③子どもの学習面・心理社会面・進路面・健康面に関わる広範な領域にわたり実践され、

④活動に必要な体制作りをも含む、包括的な活動であると定義する。

　以上から、教育相談には、カウンセリングマインドにより広くすべての教員が担うべき

領域と、個別の子どもの適応援助を目的とした関わりのように、特定の専門性を有した教

員によって実施されるべき領域の双方を包含する概念と定義する。また、教育相談は常勤

の教員（一般教員・管理職・養護教諭等）を内部資源とし、心理や福祉などの専門性をもっ

て学校教育を補助するスタッフを外部資源として、内部資源と外部資源が連携・協働しな

がら相補的に機能することが求められるものであると考えられる。

２）学校組織における教育相談の定着化の必要性

　子どもたちの学校生活の適応と成長を支えるために、学校においては安定して教育相談

が実施され続けることが期待される。しかしながら、西山(2012)は、学校組織において教

育相談を安定的に機能させるために検討すべき実践上の課題として、以下の7点を指摘し

ている。

①「教育相談」システム（教育相談体制）がない・整っていない。

②「教育相談」が担当者・管理職・学校の状況に影響され、内容が年度ごとに変化する。

③「教育相談」活動に教育相談担当者が従事しにくい様々な状況がある。

④「教育相談」活動の管理者へ、支援方法に関する情報提供が十分になされていない。

⑤「教育相談」を何によって標準的に根付かせることができるか明確でない。

⑥「教育相談」について教育行政が示す方向性が明確でない。

⑦「教育相談」についての一般領域と専門領域の整理が明確になされていない。

　上記の課題から、現状の学校教育相談の実践は、担当者の個人的な力量や、学校を取り

巻く地域社会の状況、管理職の方針や、職場の風土に依存し、多様な価値観・解釈のもと
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で単発的に実施されるケースが多く、経年的に、もしくは個々の学校を超えて安定的に実

施しつづけることが困難となっている現状がうかがえる。学校組織レベルで、個々の教育

相談担当者の主体性を保証しながら、（相談担当者や管理職教員が変わったとしても）経

時的に、教育相談の質を安定させる（教育相談を学校組織に定着化させる）ためには、ま

ずは教育相談を、担当者による個業ではなく、チームや組織として取り組むべき課題であ

るという共通認識を作り上げていくことが喫緊の課題である (田村・石隈, 2003)。教育相

談をチーム課題と捉えた場合、集団心理学領域におけるチーム理論を適応することが可能

である。山口(2008)は、チームが優れた成果を収めるための3要素として、①目的達成へ

の明確な道筋と戦略、②適切な能力を有する人材の確保と配置、③チームワークを挙げて

いる。教育相談を組織的に安定させるためにも、この3つの要素について配慮する必要が

あることが示唆される。

　第一に、目的達成への道筋と戦略の明確化について、学校組織内での教育相談担当者の

役割および求められる専門性の明確化と、役割遂行における学校システムによるバック

アップの必要性が挙げられる。学校組織は、教育活動において個々の教員の権限と裁量が

相互尊重される専門職モデルとしての組織特徴と、行政や規則に基づいた官僚的な組織特

徴の二面性を同時に有する複合的な組織特徴を有している(淵上, 2005)。教育相談の定義

の曖昧さや、職域の多様な解釈は、教育相談担当者の役割を不明瞭にし、混乱を生じさせ

ている可能性がある(西山, 2012)。学校組織の祖結合構造は、他の教員への過度の干渉を

相互に嫌う特質を持ち、他の教員から越権行為にとられかねない行為は自重される傾向が

強い。職域の多様な解釈は、教育相談に関する抱え込み、もしくは他の援助者への責任転

嫁という両極における問題を引きおこす危険性を秘めている。組織レベルでの、教育相談

担当者の役割認識の明確化と共有、そして実践の保障が、教育相談活動を円滑化し、学校

組織に定着化させるための重要な要因となり得る。この点においては、学校組織作りの先

頭に立つ、管理職教員によるリーダーシップの重要性が指摘されている(西山・淵上・迫田, 

2009)。

　第二の要因として、適切な能力を有する人材の確保と配置に関し、教育相談活動の多様

性を鑑み、教育相談事業の有効な実践のための役割分担を、特定の教員個人ではく、組織

レベルで配分するシステムを構築する必要性が示唆される。教育相談を、学習面・心理社

会面・進路面・健康面に渡る、治療的/問題解決的、予防的、開発的関わりと包括的に捉

えた場合、膨大な事案について、どのようなメンバーに割り当てるのかについて役割配分

する必要がある。この役割配分ついて、特定の教員（主に教育相談担当者）の個人に委ね

るのではなく、学校組織として役割分担の基準を明確にし、教員間で合意していく取り組

みがなければ、人事的変動の激しい（特に公立の）学校組織において経年的な教育相談活

動の定着は難しくなると考えられる。

　第三の要因として、教育相談事業の実務を有効に機能させるためのチームワークづくり

に関する力量を、教育相談担当者が身に着けていくことの必要性が示唆される。教育相談
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担当者には、既存のインフラに基づき、援助チームをマネイジメントしながら、同時に 

チームワークを維持・醸成しながら、時に管理職や外部資源との折衝を行い、リーダーシッ

プを発揮し、援助チームを機能させていくことが期待される。西山・鎌田・迫田(2014)は、

学校適応援助を担うものが取るべきリーダーシップ行動について、32編の先行研究および

論考に基づき、①教育相談のプログラムデザイン、②教育相談のシステム構築、③教育相

談関連の校内ネットワーク作り、④心理教育的プログラムの実践、⑤教育相談のマネイジ

メントの管理職等との折衝、⑥教育相談関連の校外資源とのネットワークづくり、⑦課題

改善に向けたアドボカシー、⑧学校適応に関する実態把握とデータ分析、⑨学校と学齢期

の子どものための危機予防・対応という9つを分類整理している。こうした、教育相談担

当者のチーム形成に関する視点や、チームマネイジメントの力量形成を保証していく試み

についても、学校組織に教育相談を定着させていくためには必要であると思われる。

３）教育相談の定着化を促す諸要因

　学校組織として教育相談活動を経年的に安定して実践していくことは、すべての子ども

たちにとって重要な課題である。しかしながら、現在の教育相談は、学校組織の中での位

置づけが不明確である傾向が認められ(西山, 2003)、以下に示すような問題点が指摘され

ている(西山, 2002)。①多くの場合、教育相談を職務として行う人やそれを育てる養成機

関がない、②多くの場合、教育相談活動を職務として管理する職が何であるか定められて

いない、③担当者が変わると、校務分掌で割り振られた仕事の内容が変わることが多い、

④その担当者の考えている教育相談の定義によってサービス内容が異なる、⑤教育相談を

全体像として捉える評価システムがない。このように、教育相談の枠組みそのものが教員

個人に委ねられる傾向は看過できず、学校システムの中の教育相談の位置づけを明確化す

る必要性がうかがえる。

　教育相談を学校組織に定着化させていくための、重要な要因として校長をはじめとする

管理職による、リーダーシップや学校組織マネイジメントの在り方の重要性が指摘されて

いる。西山・淵上・迫田（2009）は、校長による変革的リーダーシップおよび配慮的リー

ダーシップという2種類のリーダーシップ行動が、異なるプロセスを経て教育相談定着化

に寄与する効果を検証している。変革型リーダーシップは、円滑な教育相談を実施するた

めに必要な、校内の教育相談システムの構築を促し、教育相談の定着化を促進し、配慮的

リーダーシップが、校内の協働的な風土を醸成することで、教育相談の定着化を促進する

効果を明らかにしている。教育相談を、学校組織の重要な課題として、役割や業務内容を

明確化し、教育相談に携わる各々の教員の裁量と安全を保障していくには、管理職教員に

よる理解と協力が不可欠であることが推測される。

４）本研究の目的

　以上のように、教育相談の定着化について、管理職の役割や、学校組織でのシステム形

成、協働的風土の醸成などが重要な要因であることは、先行研究によって示されてきてお

り、教育相談の定着化における管理職によるリーダーシップの重要性が指摘されている。
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しかしながら、リーダーシップのプロセスは、リーダーとフォロワーの相互作用の視点か

ら検討する必要があり(淵上, 2002)、管理職教員が一方向的に、学校組織を構築し、風土

を醸成しているわけではないと思われる。学校組織開発に関し、教育行政や管理職による

トップダウン式の組織変革と、教員の自律性によるボトムアップ式の組織作りとの相互調

整と相互尊重の重要性が指摘されており(佐古, 1996)、教育相談の定着化についても、教

育相談担当者の役割について再検討する必要性があると思われる。

　教育相談の実務について、実際の方向性は、教育相談担当者によって方向づけられる傾

向がある。教育相談担当者には校長や他の教員と協働しながら、円滑な実施や、定着化を

促していくことが求められる。教育相談の実務から、教育相談担当者と管理職もしくは、

他の教員との相互作用の中にリーダーシップが生起し、その積み重ねによって教育相談の

定着化が実現していくプロセスについても検討する必要が示唆される。

　しかし、教育相談担当者が、教育相談のよりよい実践や安定を目的として、具体的にど

のようにしてメッセージを発信し、管理職や他の教員に働きかけているのか（影響方略）や、

管理職との相互作用はどのようにして教育相談の定着化に寄与するのかといった点（影響

方略の有効性）について、実証的研究は行われていない。そこで本研究では、将来的に影

響方略の有効性や定着化のプロセスを検討するための基礎研究として、教育相談担当者が

使用する影響方略を測定するための項目を開発することを目的とする。

研究方法

１．影響方略測定項目の開発　

　これまで、学校組織において教育相談活動を定着させるために教育相談担当者がどのよ

うな影響方略を用いるのかについて検討されてこなかった。本研究では、主に産業組織研

究における先行知見に基づき、Yukl, Seifert & Chavez (2008)による拡張版IBQ(Influence 

Behavior Questionnaire)によって提唱されている11の影響方略の構造（Table 1）を参考に

しながら、元校長経験者、元担当者を含む4名の関連領域の研究者で演繹的に項目作成を

行った。作成された項目群について、教育相談担当者が行い得る項目として妥当であるか

どうか議論を行い、表現を調整しながら最終的に27項目が選定された。
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Table 1 産業組織研究に認められる11種類の影響方略 (Yukl, Seifert & Chavez , 2008)

２．質問紙調査の実施

　影響方略測定項目の妥当性を検討し、将来的な研究可能性を模索する目的で以下の調査

を行った。

１）調査対象者　現職教員を対象に調査用紙を配布し、56名(男性20名、女性36名)の回答

を得た。調査協力を得る際は、本研究の概要、回答の任意性、匿名性、データの取り扱い

と結果公表に関するガイドラインを提示した後、郵送法で回答を求めた。

Table 1 産業組織研究に認められる 11 種類の影響方略 (Yukl, Seifert & Chavez , 2008) 
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合理的説得 

(Rational Persuasion) 

影響者は，論理的な議論や事実に基づく根拠を挙げ，重要な課題目標を

達成するために提案や要求事項が妥当であることを示す。 

鼓舞 

(Inspirational 

 Appeals) 

影響者は，提案や要求事項についてのコミットメントを得るために，価

値観や理想に訴えたり，対象者の情動を喚起させるように働きかける。

相談 

(Consultation) 

影響者は，提案事項の遂行を対象者自身が提案するのを促したり，対象

者の支援や援助が求められる場合に，活動や変革の計画に対象者の参与

を求める。 

協働 

(Collaboration) 

影響者は，対象者が提案事項を承認，もしくは履行する場合には，その

遂行に必要とされる，妥当な資源や，援助を行うことを提案する。 
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評価 

（Apprising） 

影響者は，提案事項を対象者が受け入れることが，対象者自身のキャリ

ア発達にどのような恩恵をもたらすのかについて説明したり，対象者個

人にどのような利益をもたらすのかについて説明する。 

交換 

（Exchange） 

影響者は，対象者が影響者の要求を受け入れた場合の見返りとなる報酬

物を提案したり，将来的に喜んで恩に報いるように申し出る。 

迎合 

(Ingratiation) 

影響者は影響を及ぼそうと試みる際や，その事前に，対象者を褒めたり

お世辞を言ったり，もしくは困難な要求事項を遂行するだけの有能性を

対象者が持ち合わせている点について述べる。 

正当性 

（Legitimating） 
影響者は，ルール，ポリシー，契約，慣例などを取り上げ，要求事項の

正当性を確立したり，そうするための権力を正当化したりする。 

個人的な要求 

（Personal Appeal） 

影響者は，友好関係に訴え，対象者に要求事項を遂行したり，提案を支

持するように求めたり，要求事項を行う前に個人的な頼みごとであるこ

とについて言及する。 

圧力 

（Pressure） 
影響者は，強い要求，脅し，要求事項遂行に関する頻繁な確認，執拗な

催促などを用いて，対象者が要求事項を履行させる。 

結託 

Coalition 

影響者は，対象者が要求事項を受け入れるよう，第三者の支援をとりつ

けたり，合意を得るための理由として，第三者の支持を用いる。 
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２）調査項目　影響方略と教育相談定着化の関連を模索する目的で、影響戦術測定項目と

同時に以下の内容についても、回答を求めた。

①フェイスシート項目　回答者の性別、校種、勤務校の規模、教職歴、教育相談担当歴、

過去に経験した分掌について回答を求めた。

②勤務校の教育相談活動の定着化　西山ら(2009)で使用された、教育相談の定着化尺度の

8項について5件方リッカート尺度を用いて回答を求めた（１.全くそう思わない、 3. どちら

とも言えない、 5.非常にそう思う）。

③一般的な担当者の役割認識　瀬戸・石隈(2002)のシステムに関するコーディネーション

項目を参考としながら、①マネイジメント、②広報活動、③情報収集、④ネットワークの

4因子を内容を含む役割認識に関する項目を作成した。各項目について、教育相談担当者

自身が、教育相談のシステムづくりや、コーディネーションの役割をどの程度認識してい

るのかについて、5件法リッカート尺度を用いて回答を求めた（１.全くそう思わない、 3. 

どちらとも言えない、 5.非常にそう思う）。項目は、「枚内体制や組織改善について、管理

職に自分の意見を言うべきだ」「児童生徒援助の活動について、管理職にこまめに報告す

るべきだ」「他の教員から児童生徒の状況・関わり・課題について日常的に知らされてお

くべきだ」等、8項目によって構成している。

④学校の風土　淵上・小早川・下津・棚上・西山 (2004)で使用された、学校組織風土測定

項目6項目について、５件法リッカート尺度を用いて回答を求めた（１.全くそう思わない、 

3. どちらとも言えない、 5.非常にそう思う）。

⑤回答者の教育相談に関わる自己評価　瀬戸・石隈(2002)で示された、教育相談担当者の

コーディネーション行動に関する能力・権限項目を参考にして、①状況判断、②専門的知

識、③役割権限、④援助チーム形成、⑤話し合い能力の各因子の内容を含む、教育相談に

関わる自己評価に関する14項目を作成し、５件法リッカート尺度を用いて回答を求めた。

⑥校長の協働体制づくりに関するリーダーシップ　校長のリーダーシップに関し、松原・

吉田・藤田・栗林・石田(1998)等の先行研究を参考にし、協働体制づくりに関連するリー

ダーシップ行動を、どの程度校長が示しているかに関する12項目について5件法のリッカー

ト尺度を用いて回答を求めた（１.全く当てはまらない、 3. どちらとも言えない、 5.非常に

当てはまる）。項目には、「独自の学校経営方針を示している」「何かを決める時、職員会

議での話し合いを重視する」「教員たちが協力してなし得た実績で良かったと思うことは、

進んで評価し、教員や周りに伝えている」「教員たちと管理職が互いに協力し合えるよう

な職場の雰囲気づくりには、進んで協力するように努めている」などが含まれる。

⑦回答者の影響方略に対する校長の対応　教育相談等に関する相談・報告に対して校長の

対応の内容と頻度を訪ねる8項目について、5件法リッカート尺度で尋ねた。（1.全くそう

していない、 3.どちらとも言えない、5.常にそうしている）。具体的には、「教育相談など

学校適応援助の話を親身になって聞いた」「先生や他の教員の仕事に役立つ情報や指針を

教えた」「先生や他の教員の教育相談など学校適応援助をすすんで応援した」「先生や他の
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教員の教育相談などに対する相談を真剣に受け止め援助した」「先生とたとえ意見が違っ

ても校長は理解しようとつとめた」などの項目が含まれる。

⑧回答者が教育相談に関わる領域で使用する影響方略　本研究において作成した27項目に

関して、過去に教育相業務上の依頼や提案を行った際に、どのような働きかけをしたこと

があるのかについて、使用頻度について5件法リッカート尺度により回答を求めた（1.全

くない、3.どちらとも言えない、5.よくある）。　

結果・考察

１．因子分析

１）使用したソフトウェア　分析には、清水裕士氏が開発し(清水・村山・大坊, 2006)、最

新版を自身のホームページ(http://norimune.net/)で無償配布しているフリーのExcelマク

ロシートである、HAD(Ver. 12)を使用した。HAD(Ver.12)は、因子決定にあたり、固有値、

累積寄与率、MAP、平行分析、対角SMC平行分析が同時に出力可能である。また、清水

氏が提案する、IK_h2という非反復因子分析の共通性の和の変曲点を求める因子決定法の

指標(清水氏のホームページ参照http://norimune.net/660)も同時に出力される。

２）因子数の決定　因子数の決定において、従来、固有値１以下になる直前の因子数を採

択するカイザー基準が多く用いられている。しかし堀(2005)は、固有値１を基準にした場

合、標本誤差が大きい場合には因子数を過剰推定してしまう問題点や、因子間相関が強い

場合に、反対に因子数を過少推定してしまう不安定さを指摘している。また同様に、堀

(2005)は、スクリーテストについても、カイザー基準よりも優れていることが人工データ

に対するシミュレーション研究などで示されているものの、カイザー基準と同様の不安定

さを孕んでいる点を指摘し、MAP、平行分析など複数の指標に基づく因子決定を推奨し

ている。　

　MAPは因子を統制変数とした観測変数間の偏相関を求め、その二乗値の平均を最小と

する因子を採択する手法である。平行分析とは、観測されたデータと同数の変数、サンプ

ル数のランダムデータ行列を複数生起させ、測定データから得られた固有値がランダム

データ行列の固有値の平均を下回る直前の因子数のモデルを採用する手法であり、標本誤

差によって生じる固有値の増加を勘案しながら、因子モデルの妥当性を検討する手法であ

る。また、他にも、最尤法による推定であれば、χ2 値と自由度の値を用いて算出するAIC

やBICなどの適合指標をもとに因子数を検討することも可能である。

　堀(2005)は、因子数の決定において、簡易的なガイドラインとして、まずスクリープロッ

トによる簡易検査を行い、比較的まとまった因子（最小数の因子）を提案する傾向の強い

MAPを下限の因子数とし、第一因子の固有値が極めて大きい場合は対角SMC平行分析、

そうでない場合には平行分析が提案する因子数を上限の因子数として、探索的因子分析を

実施し、因子構造の内容が理論モデルから解釈可能で各因子に一定数の項目が負荷してい
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る構造を採用するという基準を提案している。

　本研究では、影響方略の使用頻度に関し、固有値、MAP、IK_h2、平行分析、対角SMC

平行分析の指標を算出した。その結果、カイザー基準では8因子、対角SMC平行分析が固

有値を下回るのは4因子、MAPが最小になる因子数、IK_h2の変曲点、平行分析の値が固

有値を下回る直前の因子数は3因子であった（Table 2）。質問紙は、Yuklら(2008)の提案す

る11種類の構造分類に基づき行動頻度を訪ねる手法をとったが、Mel& Michael (2003)は、

因子分析モデルで行動頻度の背景因子が抽出された場合、それは行動傾向といったパーソ

ナリティ変数に近いものであることを指摘している。影響方略の行動傾向に関して、

Kipnis & Schmidt(1988)は、クラスター分析を用い、産業組織における部下の上司に対す

る影響方略の選択スタイルの類型化を行い、ショットガンスタイル、タクティシャンスタ

イル、迎合者スタイル、傍観者スタイルという4スタイルを見出している。このうち、傍

観者スタイルは、対人影響場面を回避するスタイルを示すため、影響方略の使用に関して

は3つのスタイルが指摘されてきている。同様に、Kipnis & Schmidt (1985)は、影響戦術

の特性は概ねハード、ソフト、ラショナルの3つのメタカテゴリーで捉えることが可能であ

ることを指摘しており、多くの先行研究が3因子モデルを採用してきている(i. e., Blickle,

　2003; 鎌田・淵上, 2007)。以上の理由により、本研究においても3因子による解釈が妥当

であると判断した。

３）影響戦術測定項目の因子分析　3因子構造を固定し、最尤法(promax回転)によって推

定したパターン行列をTable 3に示す。第1因子は、義務的な規範に訴えたり、校長の応諾

を強く得ようとする項目が強く負荷しており、Hardと命名した。第2因子は、関係性や、

時には迎合的にふるまう控え目な影響方略に関する項目が強く負荷していることから、

Softと命名した。第3因子は、論理的な説得、メッセージの納得による応諾を求める項目

が強く負荷しており、Rationalと命名した。これらの、Hard、Soft、Rational方略という3

因子構造は、鎌田・淵上(2007)とも符合している。

　3つの因子のクロンバックのα係数は、Hard(α=.892)、Soft(α=.734)、Rational(α=.855)

であり、信頼性係数は十分な値を示している。また、各因子の相関がrs=.204-394と正の相

関が認められるが、同様の傾向は先行研究の因子相関に認められる(Blickle, 2003; 鎌田, 

2011)。適合指標については、十分な値とは言えないが(χ2(273)=431, p<.001; CFI=.663; 

RMSEA=.138)、行動頻度を尋ねる形式での質問項目は、行動の生起する文脈的要因や、

記述のワーディングの影響を受けやすく誤差を含みやすい傾向が指摘されている点から

(Mel& Michael, 2003)、一定やむをえない側面を有しているものと思われる。また、被験

者数が、56名と少ないため、推定値が不安定であるといった懸念もある。
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Table 2 平行分析および、因子数決定のための指標（HAD(Ver12)の出力)

Table 3　影響方略測定項の因子分析結果 (最尤法, promax回転)
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析結果および、信頼係数を簡潔に示す。なお因子数決定法については、影響戦術測定項目

と同様の手法を用いた。
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ⅱ）一般的な担当者の役割認識（役割認識）　1因子構造による解釈が妥当であると判断し

た。9項目のクロンバックの信頼係数は、α=.836であった。

ⅲ）学校の風土（協働的風土）　1因子構造による解釈が妥当であると判断した。淵上ら

(2004)では、協働的風土および、同調的風土の2因子構造が示された尺度であったが、本

調査においては協働的風土に関する項目が強く負荷する1つの因子として抽出された。よっ

て、今回の分析では、協働的風土の測定項目と解釈した。6項目でのクロンバックの信頼

係数は、α=.811であった。

ⅳ）回答者の教育相談に関わる自己評価（評価）　1因子構造による解釈が妥当であると判

断した。11項目のクロンバックの信頼係数は、α=.900であった。

ⅴ）校長の協働体制づくりに関するリーダーシップ（協働促進）　1因子構造による解釈が

妥当であると判断した。12項目のクロンバックの信頼係数は、α=.941であった。

ⅵ）回答者の影響方略に対する校長の対応（相談者への対応）　1因子構造による解釈が妥

当であると判断した。9項目のクロンバックの信頼係数は、α=.933であった。

２．尺度得点の記述統計

　各因子の尺度得点の平均値、標準偏差、標本平均の95％信頼区間の上限・下限の推定値

をTable 4、Figure 1に示す。Hardは、標本平均の信頼区間に“2:あまりない”が含まれ、

ソフト戦術には“3:どちらとも言えない”が含まれており、Rationalは、下限が3.30、上限

が3.67の領域で推定された。上方向の影響戦術で、最も使用頻度が高いのはRationalであり、

Softは時折、Hardはまれに使用される傾向は、Yukl & Tracey(1992)とも符合し、本測定項

目に対する回答傾向は、妥当であると判断できる。

Table 4 記述統計量・95％信頼区間
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ⅲ）学校の風土（協働的風土） 1 因子構造による解釈が妥当であると判断した。淵上ら

(2004)では、協働的風土および、同調的風土の 2 因子構造が示された尺度であったが、本調

査においては協働的風土に関する項目が強く負荷する 1 つの因子として抽出された。よっ

て、今回の分析では、協働的風土の測定項目と解釈した。6 項目でのクロンバックの信頼係

数は、α=.811 であった。 
ⅳ）回答者の教育相談に関わる自己評価（評価） 1 因子構造による解釈が妥当であると判

断した。11 項目のクロンバックの信頼係数は、α=.900 であった。 
ⅴ）校長の協働体制づくりに関するリーダーシップ（協働促進） 1 因子構造による解釈が

妥当であると判断した。12 項目のクロンバックの信頼係数は、α=.941 であった。 
ⅵ）回答者の影響方略に対する校長の対応（相談者への対応） 1 因子構造による解釈が妥

当であると判断した。9 項目のクロンバックの信頼係数は、α=.933 であった。 
 
２．尺度得点の記述統計 

 各因子の尺度得点の平均値、標準偏差、標本平均の 95％信頼区間の上限・下限の推定値

を Table 4 , Figure 1 に示す。Hard は、標本平均の信頼区間に”2:あまりない”が含まれ、ソ

フト戦術には“3:どちらとも言えない”が含まれており、Rational は、下限が 3.30、上限が

3.67 の領域で推定された。上方向の影響戦術で、最も使用頻度が高いのは Rational であり、

Soft は時折、Hard はまれに使用される傾向は、Yukl & Tracey(1992)とも符合し、本測定

項目に対する回答傾向は、妥当であると判断できる。 
 

Table 4 記述統計量・95％信頼区間 

 
Figure 1 平均値および標準誤差 
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Table 5　測定項目の相関行列

３．測定尺度間の相関　

　影響方略が使用される文脈は、大きく分けて、影響者の要因、状況的要因、被影響者の

要因に分類可能である(Raven,1992)。本研究によって、測定した項目では、影響者の要因

として役割認識と評価、被影響者の要因として校長の協働促進および（日常的な）相談者

への対応、文脈的要因として協働的風土が挙げられる。教育相談に関する自己評価と、

Soft（r=.497, p<.01）やRational(r=.453, p<.01)の使用頻度との間には正の相関が認められた。

校長にメッセージを発信するための基礎的な資源として、教育相談に関する自己評価が機

能していると推測され、この結果は(Raven,1992)の提唱する、影響戦術選択過程の内的プ

ロセスをモデル化したPower Interaction Modelと符合する。また、協働的風土(r=.179)や

校長の協働促進のリーダーシップ(r=.116)とは比較的相関値が小さな値となっているが、

影響場面を静的に捉えた場合、文脈的要因や校長の要因が、影響者自身の要因ほど影響方

略の使用に直接的な関係を示さないことも頷ける。

　本調査は、56名を対象としたものでサンプル数が少なく、またすべての回答者が教育相

談の分掌を受け持っているわけではないので、あくまでも参考にとどめておくべき結果で

あると思われるが、測定変数との相関もある程度理論的に解釈可能であり、本研究によっ

て提案した影響方略測定項目は、一定の妥当性を有していると思われる。

　補足として、影響方略以外の変数については、本研究プロジェクトのテーマである教育

相談の定着化と強い相関がみとめられ、特に協働的風土(r=682)や校長の協働促進(r=582)

が、教育相談定着化に寄与する重要性が認められた。今回の調査では、影響方略は直接的

には、教育相談の定着化と有意な相関は認められなかったが、校長や他の教員に働きかけ

ることで、間接的に教育相談の定着化を促進する可能性については、将来的に検討が必要

であると思われる。
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４．今後の検討課題

　本研究においては、将来的に教育相談担当者が学校組織にどのように働きかけ、主に管

理職と相互影響しながら、教育相談を定着化させていくことができるのかという点につい

て検討するための基礎研究として、教育相談担当者による影響方略測定項目の作成を試み

た。開発した測定項目について、56名の教員について調査を実施し、因子構造や、尺度得

点の平均値、他の測定変数との相関値の値を基準に検討した結果、一定の妥当性が示され

たといえる。今後、本研究で作成した項目を用い、より大規模な調査研究が求められる。

　Yukl(2006)は、影響方略を、①プロアクティブな方略、②印象管理方略、③政治的方略

と分類している。また、Higgns, Judge,&Ferris(2003)も影響方略の使用の印象管理的側面

についてメタ分析によって実証している。教育相談担当者による影響方略が、校長や他の

教員を介し教育相談の定着化を促すプロセスとして、幾つかの可能性が想定される。

　まず、第一に想定される経路は、教育相談担当者による依頼・要請事項が、直接的に学

校組織の中で受け入れられ、定着化が促進されるといったプロアクティブな経路である。

第二に想定される経路は、教育相談担当者が、管理職教員や同僚と相互作用することによっ

て、教育相談の必要性や、教育相談担当者の役割認識を高めたり、教育相談担当者に対す

る好意的な評価がなされたりすることによって、学校システムの教育相談の定着化が促さ

れるという印象管理を経た経路である。これらを検討するには、複数の学校に対する大規

模調査や、時系列的な調査が求められる。

　最後に、本研究においては、学校組織風土や管理職の協働促進型のリーダーシップと、

教育相談定着化との間に高い正の相関値が認められた。これらの、風土形成や管理職のリー

ダーシップの動因に関しても、教育相談担当者はどのような寄与が可能であるのかについ

ても合わせて検討する必要があると思われる。
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